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自己紹介
• 教育テック大学院大学 学⾧・教授
• 1982年、1984年、1987年に大阪大学で工学学士、工学修士、工学

博士号をそれぞれ取得。1987年、国際電気通信基礎技術研究所研究
員。1994年、奈良先端科学技術大学院大学情報科学研究科助教授、
1998年から1999年まで、トロント大学の客員准教授。2001年から
2024年3月まで大阪大学サイバーメディアセンター教授。2024年、
大阪大学名誉教授。

• コンピューター援用教育システム、Human Computer Interaction、
VR/MRに関する研究を実施

• IEEE、IEICE、IPSJ、VRSJ、HIS、ACMの各メンバー



Digitization, Digitalization, and DX
DX focuses on transforming educational institutions.

Source:Susan Grajek and D. Christopher Brooks. “A Grand Strategy for Grand Challenges: A New Approach through Digital Transformation.” EDUCAUSE REVIEW. 
https://er.educause.edu/-/media/files/articles/2020/8/er20_3101.pdf (accessed July. 2, 2023).
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産業革命以後産業革命以前観点
読み・書き・算術、理科、地
理、職業教育古典語・宗教教育中心教育内容

集団教授法・一斉授業の実施個別教授・暗記中心教授法
印刷技術発展による安価な教
科書の普及高価で限られた書物教材













Source: Wikipedia



日本における教育の問題

• 人口減少の影響
• 高齢化社会との共存
• AIや教育DXへの期待
• インクルーシブ教育と生涯学
習の必要性

photo by Mika Baumeister from Unsplash



グローバルで高等教育ニーズが爆発的増加

（予測）
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テックで劇的に変わる教育
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テックで劇的に変わる教育
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教育テック1.0、
2.0の社会課題へ
の応用
・SDGsの達成に向けた行動変容の検証

と研究
・教育以外の社会課題解決への応用

実践の科学化
・エビデンスに基づく教育効果の検証
・アートとサイエンスの融合
・教育や教育機関の経営に

自然科学的手法を応用
・情報学、経営学の教育への応用実践の個別最適化

・ICT活用による教育の変革
・ICT活用による教育機関の経営の変革
・仕事の効率化・負担軽減

教育テック1.0

教育テック2.0

教育テック3.0

教育テックのフェーズ



Our Expectation to 1edTech community完全習得学習-Mastery Learning

• 単元を完全に理解して
次のステップに進む。

• 積み残しがなく、結果
的にその分野に対する
より深い理解をもたら
す。

• このような学習には、
自己ペースで進められ
る学習環境が必要。
ICTが支援



Our Expectation to 1edTech community21世紀の問題解決手法ーDesign Thinking

1.デザイン思考は、関与する人々への深い理

解と共感から始まる、人間中心の創造的な

問題解決アプローチ。

2.観察、共感、アイデア生成、プロトタイピ

ング、テストの反復プロセスを通じて、実

践的で革新的な解決策を開発。

3.論理だけでなく直感や感情も重視し、多様

な視点を統合することで、複雑で曖昧な課

題に柔軟に対応。



Our Expectation to 1edTech communityProoblem solving in 21st century.
• 第三の千年紀を生き抜くためには、日

常の生活と社会の意思決定にエビデン
スに基づく思考を積極的に取り入れる
必要がある。

• 感情や信念に支配されがちな世界にお
いて、思考の質を向上させるためには、
仮説検証と修正の共有された文化を築
くことが不可欠である。

• 科学的方法は専門家だけのものにして
はならない——それは分断を乗り越え、
より良い共同の未来を想像するための
市民のツールとして機能すべきである。



Our Expectation to 1edTech community急速に変化する社会に対応できる人材
• 第三の千年紀を生き抜くためには、日

常の生活と社会の意思決定にエビデン
スに基づく思考を積極的に取り入れる
必要がある。

• 感情や信念に支配されがちな世界にお
いて、思考の質を向上させるためには、
仮説検証と修正の共有された文化を築
くことが不可欠である。

• 科学的方法は専門家だけのものにして
はならない——それは分断を乗り越え、
より良い共同の未来を想像するための
市民のツールとして機能すべきである。



• 問題発見ができ、それを解決できる人材の教育
• 非認知スキルが重要であり、従来の教育ではこの部分が欠けて

いる点が指摘されている。
• このために従来の教育環境を大きく変えるための人材育成が必

要
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急速に変化する社会に対応できる人材



うまく使えば
• 教育の各プロセスにおける作業の効率化ができる。
• 結果的に教員の負担軽減につながる。
• 学習者に会わせた学びの個別最適化が実現する。
• より細かいフィードバックができる。

これらのために必要な、物理的環境はほぼ整いつつある。

28

生成AIを利用する利点



• あくまで主体は、教員、生徒、学生など人間
• 現状ではうまくいく場合と、うまくいかない場合がある。

その理由は様々、
学習している情報から起因する制約

29

ただし、生成AIはツールとして活用
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リスク管理から、教育・研究・経営の変革へ

生成AIガイドラインは、単なる禁止事項集ではなく、大学
がAI時代の教育・研究・経営を再設計するための基本方針
である。

生成AI利用に関するガイド
ラインはどう作成するか？



とりあえずAIに聞いてみた。

• Perplexity AIに聞いてみる。
• それをNotebook LMで整理してみた。
• 結果は次ページ
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今後の方向性（Perplexity AIによる）
調査から浮かび上がるR1大学の生成AIポリシーの進化の方向性は次のとおりである。

• 一律禁止からタスクベースの使い分けへ：「書くとき」「コードを書くとき」「分析す
るとき」それぞれで異なるルールを設ける流動的なポリシーが主流になりつつある

• 検知より教育へ：AI検知ツールの不正確さとバイアスが認識され、「見つける」よりも
「正しく使わせる」「リテラシーを育てる」方向に重心が移っている

• 評価の根本的再設計：口述試験、ポートフォリオ、段階的提出、対面活動など、AIに代
替されにくい評価形態への移行が加速している

• 継続的な改訂の前提化：技術の進展速度を前提に、ポリシーを「固定ルール」ではなく
「定期更新される生きた文書」として位置づける大学が増えている

• 全体として、R1大学が最も重視しているのは**「透明性」「教員の裁量権」「学問的誠
実性の再定義」**の3点であり、生成AIを排除するのではなく、批判的・倫理的に使いこ
なす能力そのものを教育の一部にしようとする姿勢が、2025–2026年の主流的な判断と
言える。
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日本でのガイドライン
• 「大学・高専における生成AIの教学面の取扱いについて（周

知）」が基本となっていると思われる

• 教育機関としてのガイドライン

• 各授業でのガイドライン（シラバスへの記載方法）

• 成績評価への利用
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生成AIは、大学の外ではなく、すでに大学の内側にある。学生だけでなくすべての大学構成員に対してのガイドラインが必要

学生

レポート、要約、翻訳、コード生成、アイデア出しに日常的に活用す

教員

教材作成、学生へのフィードバック、授業設計、評価設計に活用

文献整理、分析補助、文章校正、関連研究調査等に活用

職員

業務効率化、文書作成、問い合わせ対応、経営・業務改善に活用

文部科学省「大学・高専における生成AIの教学面の取扱いについて」（2023）では、主に学生の利用についてガイドラインの設定
の必要性とその理由について言及している。

研究者

なぜ今、大学に生成AIガイドラインが必要か



当初はリスク管理のみのガイドラインが多くみられたが、現在は役割２を併せ持つガイドラインが主流となりつつある。
と同時に大学のコスト要因となる可能性

 役割1：リスク管理

• 個人情報・機密情報の漏えい防止
• 著作権・利用規約違反の防止
• 剽窃、不正利用、誤情報への対応
• 公平性・差別・バイアスへの配慮
• 成績評価・懲戒における紛争予防

役割2：積極的活用の推進

• 学生のAIリテラシー育成
• 教員の教材作成・評価設計支援
• 研究活動の効率化と質向上
• 職員の業務改善・働き方改革
• 大学経営・教育DXの推進

優れたガイドラインは、リスク管理と積極活用の両立を実現し、大学全体の知的生産性を高める設計指針となる。

ガイドラインには二つの役割がある



一律禁止から、責任ある段階的利用へ

Cornell University
課題・シラバスでAI利用条件を明示。利
用可否は教員方針と学術的誠実性に接続
し、教員の裁量を尊重する設計である。

Ohio State University
全学部生に基礎的な生成AIスキルを身に
つけさせる「AI Fluency」プログラムを
展開。教育目標として明確に位置づけて
いる。

UCL（ロンドン大学）
成績評価におけるGenAI利用を3カテゴ
リに整理し、課題ごとの許容範囲を明確
化。評価設計との統合が特徴である。

東京大学
一律禁止せず可能性を探りつつ、授業ご
との教育目標に応じて判断する柔軟なフ
レームワークを採用している。

九州大学
教員向け研修や好事例収集・発信を含
め、適切な利活用を組織的に支援する体
制を整備している。

共通点：生成AIを「不正の道具」としてだけでなく、教育対象・活用対象として積極的に扱っている。

国内外の大学ガイドラインに見られる傾向



コーネル大学



オハイオ州立大学の取組

• イニシアチブの目的
• 専攻にかかわらず、すべての学部生がAIツールを単に使うだけでな

く、「倫理的・安全に自身の専門分野で活用し、イノベーションを
起こす能力」を身につけることを目指している。大学側はこれを、
専門分野とAIスキルの両方を使いこなす「バイリンガル」な人材育
成と表現している。



UCL 生成AI利用の3つのカテゴリー

• カテゴリー1：生成AIツールは使用不可
• 基礎的な知識やスキルの習得を目的とした課題など、AIの利用が不適切または非現実的な場合である。
• 試験監督がいる環境など、AIを使用していないことを確認できる形式が推奨される。

• カテゴリー2：生成AIツールを補助的な役割で使用可能
• 限定的、批判的、かつ責任ある方法でのみAIの使用が許可される（データ分析やパターン認識のサポートな

ど）。
• あくまで学生自身が課題の作成者（著者）である必要があり、AIに課題の全部または一部を代行させること

は禁止されている。

• カテゴリー3：生成AIが不可欠（主要）な役割を果たす
• 生成AIを主要なツールとして使い、複雑な問題に対処したり創造的な解決策を生み出したりする能力を評価

する。
• 効果的かつ責任を持ってAIを使用できるかどうかが、採点基準の一部になる場合がある。



文章生成AIだけでなく、マルチモーダルな生成サービスを含める

生成AIとは、大量のデータを学習したAIモデルが、利用者の入力・指示（プロンプト）に応じて、文章、画
像、音声、動画、プログラムコード、要約、翻訳、分析結果等の新たなコンテンツを生成する技術または
サービスである。

文章
レポート・要約・翻訳・草稿

画像・動画
視覚コンテンツの自動生成

音声・コード
音声合成・プログラム自動生成

分析補助
データ解析・推論支援

注意：出力は常に検証対象である。事実性・公平性・著作権・個人情報・機密保持の観点から必ず確認が必要である。

まず必要なのは「生成AI」の定義



UCLの生成AIの説明
• 生成型AI（GenAI）とは、人工知能における技術の一つで、ソフトウェアがテキスト、画像、コード、音楽、動画など

の出力を生成するものである。これは、ソフトウェアが受け取る指示に基づいて行われる。これらの指示は、人間の
ユーザーや他のソフトウェアシステムによって与えられる場合がある。  

• GenAIシステムは、ウェブ、ソーシャルメディア、データベース、書籍、学術誌などから収集した膨大なデータセット
を用いて学習される。場合によっては、使用される情報源は非公開である。GenAIの出力は一見オリジナルに見えるか
もしれないが、実際には学習データの様々な組み合わせに過ぎない。  

• GenAIは非常に強力に見えるかもしれないが、単純な事実誤認を犯したり、事実と異なる記述を捏造したり、もっとも
らしく見えるが実際には存在しない情報源を参照したりする可能性もある。GenAIの出力は、使用前に必ず確認し、事
実検証を行う必要がある。  

• GenAIツールは、データプライバシー、著作権と知的財産権、倫理と持続可能性といった複雑な問題も提起する。ま
た、学習データに含まれるバイアスを反映した、さまざまなバイアスを示す可能性がある。  



一般の高等教育機関でも共有しやすい5原則

基盤技術として位置づける

禁止対象ではなく、教育・研究・経営
を支える技術として積極的に扱う。

人間が最終責任を負う

AIの出力をそのまま信じず、判断・説
明責任を人間が持つ。

法令・倫理・学術的誠実性

著作権、個人情報、研究倫理、DEI、公
平性を守る。

透明性を確保する

利用したツール、目的、範囲、プロン
プトやログを説明可能にする。

継続的に見直す

技術と社会状況に合わせ、方針・事
例・研修を定期的に更新する。

基本原則：責任ある積極活用のために



学びを守りながら、使いこなす力を育てる

 学生向け：学習者としての責任

• 教員が許可した範囲で利用する
• AI利用の有無・内容を明示する
• 生成物の丸写し提出は不可である
• プロンプト・ログを保存する
• 本人の理解と批判的思考を示す
• 出力を検証し、出典を確認する

教員向け：評価設計者としての責任

• 授業・課題ごとに利用条件を明示する
• AIを使う課題／使わない課題を設計する
• AI利用を前提に評価方法を再設計する
• AI検出ツールだけで不正認定しない
• 教材作成やフィードバック支援には積極活用す

る
• 学生が使えない状況にも配慮する（大学が提供

するツールに限定利用など）

学生・教員向け方針



大学の研究倫理と経営管理にも生成AIは関わる

 研究者向け：研究補助としての利用

• AIは研究補助ツールであり、着想・解釈・結論
の責任は研究者が負う

• AIは著者になれない（著者性の明確化）
• AI利用は学会・出版社方針に従い明記する
• 未公開データ・個人情報・機密情報の入力に注

意する
• 再現性・検証可能性を確保する

職員・事務向け：業務改善と説明責任

• 文書作成、要約、問い合わせ対応に積極活用する
• 経営計画、進捗管理、業務効率化に活用する
• 入試・成績・懲戒・人事の最終判断は必ず人間が

行う
• 学生情報・人事情報・非公開経営情報は入力しな

い
• 生成結果の説明責任を確保する

研究者・職員向け方針



一枚の注意喚起ではなく、運用できる文書体系とする。

各セクションは独立して参照可能な構造とし、学生・教員・研究者・職員それぞれが自分に関わる方針を即座に把握できる文書設計が重要である。

生成AIガイドラインの標準構成案



ポリシー、教育、運用、相談体制を組み合わせる

FD・SD研修
教職員がガイドラインの趣旨を深く理解し、各自の業務・授業で実際に運用できる研修体系
を整備する。

学生向けQ&A
「使える場面／使えない場面」を具体的なケースで示し、学生が自律的に判断できるよう支
援する。

シラバス文例
授業・課題ごとのAI利用条件を明示するための標準文例を提供し、教員の負担を軽減する。

 相談・事故対応
専用窓口の設置、インシデント報告フロー、改善サイクルを制度化し、継続的なガイドライン
更新を実現する。

実装上の課題：作って終わりにしない



生成AIガイドラインは、大学の未来戦略である

1 生成AIは大学教育・研
究・業務の前提を変え
る基盤技術である

すでにキャンパスの内側に深
く浸透しており、関与しない
という選択肢はもはや存在し
ない。

2 ガイドラインは法的・
倫理的リスクを下げる
だけでなく、積極活用
を支えるものである

ブレーキとアクセルを兼ね備
えた設計こそが、持続可能な
AI利活用を実現する。

3 日本の高等教育機関は、AIリテラシー・透明性・人間の
責任・継続的改善を柱にすべきである

生成AIを大学から排除するのではなく、人間の知性と責任のもとに
位置づけ、AI時代の学びを設計する。

まとめ：責任ある積極活用へ



日本と欧米の生成AIへの取組みの状況
日本の現状欧米のCTL型観点

教育支援センター、FD委員会、情
報部門などに分散CTLが明確なハブになりやすい中心組織

教員向けガイドや単発資料が中心教員・学生向け教材が体系化されや
すい教材

単発研修・フォーラムが多い継続的プログラム化されやすいFD・SD

まだ個別教員判断に依存しがちシラバス文例・評価分類まで提供評価設計

注意喚起・ガイドライン中心が多
いモジュール化・必修化の例もある学生向けリテラ

シー

連携体制は発展途上教育・情報・法務の連携が進む例が
多い全学ガバナンス



参考資料
発表準備時点で参照した主な資料

国内資料

• 文部科学省（2023）「大学・高専における生成AIの教
学面の取扱いについて」
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